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〔所在地〕
〒163‒0718
東京都新宿区西新宿二丁目7番1号
小田急第一生命ビル
18階（経営部・事業者支援部・人材養成部）
19階（人材養成部・福祉情報部）

03-3344-8511（代表）電話
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事業案内令和
2年度

福祉保健医療の向上と都民本位の
開かれた福祉保健医療の

実現を目指して
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東京は、かつて経験のない急速な少子高齢化が進展しており、都民が求める福祉保健医療ニーズはま

すます高度化・複雑化しています。

東京都福祉保健財団は、こうした環境変化に的確に対応し、「福祉保健医療を必要とするすべての都民

の幸せと安心、笑顔をめざす」法人理念のもと、公益性・中立性を重視しながら、福祉・保健・医療の

各分野にわたる様々な事業を実施しております。

令和2年度は、主に次のような取組を進めてまいります。

「福祉保健医療サービスを支える人材の育成及び専門知識・技術の普及」では、高齢者が住み慣れた地

域で生き生きと暮らし続けることができる東京の実現に向け、介護支援専門員をはじめとした介護人材

の育成に関する研修・支援事業、高齢者の権利擁護のための相談・研修事業、子供家庭への支援につな

がる保育人材や子育て支援員の養成研修、障害者がすべての都民と共に地域で安心して暮らし働ける社

会の実現につながる障害福祉サービスを提供する幅広い人材の研修・支援事業などを実施するとともに、

利用者の自立支援や介護者の負担軽減の効果が期待されている次世代介護機器の活用支援事業を実施し

ます。さらには、生活困窮者自立支援法に基づく自立相談支援事業に従事する職員への研修等事業を開

始します。

「都民への福祉保健医療サービスに関する総合的な情報提供等」では、介護サービス利用者のサービス

選択に資するための情報提供、東京2020オリンピック・パラリンピック大会を見据えたユニバーサルデ

ザインに関する情報提供サイトの掲載情報の充実、働きやすい福祉の職場づくりに取り組む事業所の情

報公表に関する事業などを実施します。

「福祉保健医療サービスを提供する事業者への支援」では、今後増加し活躍が期待されている外国人介

護人材の受入環境整備や留学生等への支援事業、介護職員や障害福祉サービス等職員の宿舎借上げ支援

に関する事業、社会全体で子育てを支えることを目的に、先駆的な取組を行う事業者に対する基金を活

用した助成事業などを実施します。

「福祉保健医療制度の適正な運営の支援」では、福祉サービス第三者評価事業、介護サービスや障害福

祉サービスの適正な運営に資するため、事業所への実地指導に関し区市町村を支援する事務受託法人事

業、介護保険事業者指定申請受付、サービス付き高齢者向け住宅登録事業などを実施します。

東京都福祉保健財団は、東京都が設立した公益財団法人として、引き続き東京都との密接な連携を図

りながら、都民の福祉保健医療の向上に全力で取り組んで参ります。

は じ め に
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事 業 体 系

わたしたちがめざすもの

みんなの笑顔のために
　東京都福祉保健財団は公益財団法人として、福祉保健医療を必要とするすべての都
民のみなさんの幸せと安心、笑顔をめざします。

わたしたちの取り組み
みんなの声を集めてチャレンジし、新しい価値を生み出し続けます。
　わたしたちは、これまで培った経験や知識を最大限活かし、変わり続ける社会の中で、都民や事業者
のみなさんのニーズをしっかりとつかみ、新しいアイディアをどんどん形にしていきます。

わたしたちの行動宣言
わたしたちは責任と誇りをもって誠実に行動します。
　都民のみなさんに対する責任と、福祉保健医療分野のプロとしての誇りをもって、法令を遵守し、高
い倫理観と社会的良識にもとづいて行動します。

わたしたちはひとりひとりの声を大切にします。
　都民や事業者、関係機関のみなさんの声に職員ひとりひとりがしっかりと耳を傾け、アイディアを出
し合い、事業の改善や新たなサービスの創造につなげていきます。

わたしたちはプロ意識をもって自己研さんにはげみます。
　職員ひとりひとりが社会の動きを的確につかみ、福祉保健医療分野における最新の情報を常に備え、
発想力と創造力を磨きます。

わたしたちはチーム力とコミュニケーション力で
みんなの笑顔を実現します。
　チーム力とコミュニケーション力でいきいきとした活発な組織をつくります。都民や事業者のみなさ
んと、東京都をはじめとする関係機関をつなげ、みんなの力を集め、みんなの笑顔を実現します。

都区市町村職員等への研修

行政機関等への支援
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福祉保健医療サービスを支える人材
の育成及び専門知識・技術の普及

都民への福祉保健医療サービスに
関する総合的な情報提供等

福祉保健医療サービスを提供する
事業者への支援

福祉保健医療制度の適正な運営の
支援

介護支援専門員養成事業
地域包括支援センター職員研修事業
自立支援・介護予防に向けた
地域ケア会議実践者養成研修事業
高齢者権利擁護推進事業
介護職員等によるたんの吸引等のための
研修・登録受付等事業
訪問看護管理者育成事業
保育人材育成研修事業
子育て支援員研修事業
障害者虐待防止対策支援事業
障害福祉サービス等事業者に対する
経営管理研修事業
生活困窮者自立相談支援機関
職員研修等事業
認定看護管理者養成研修事業
看護教員養成研修事業
健康づくり事業推進指導者育成事業
アレルギー疾患研修事業
魅力ある福祉の職場づくり研修等事業
福祉用具等に関する知識・技術の普及・啓発事業
次世代介護機器の活用支援事業

福祉情報総合ネットワーク事業
介護サービス情報の公表事業
ユニバーサルデザイン情報サイト事業
働きやすい福祉・介護の職場宣言情報公表事業
保健医療情報センター事業
生活サポート特別貸付アフターフォロー事業
健康づくり支援施設運営事業

東京都介護職員キャリアパス導入促進事業
外国人介護従事者受入れ環境整備等事業
介護職員奨学金返済・育成支援事業
障害福祉サービス事業所職員
奨学金返済・育成支援事業
現任介護職員資格取得支援事業
現任障害福祉サービス等職員資格取得支援事業
東京都介護職員宿舎借り上げ支援事業
東京都障害福祉サービス等職員
宿舎借り上げ支援事業
子供が輝く東京・応援事業
社会福祉施設・医療施設等耐震化促進事業
福祉医療機構借入金利子補給事業
介護老人保健施設整備資金利子補給事業
地域福祉振興事業

福祉サービス第三者評価システム事業
介護サービス指定市町村事務受託法人事業
障害福祉サービス等指定市町村
事務受託法人事業
介護保険事業者指定申請受付等事業
生活保護法指定医療機関等指定申請受付等事業
サービス付き高齢者向け住宅登録等事業

福祉保健局職員研修等事業
病院経営本部職員研修事業

外国人未払医療費補てん事務
心身障害者扶養共済制度等事務
障害者支援施設等の使用料徴収事務
サービス推進費補助等事務
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東京都福祉保健財団とは

当財団の主な事業

沿　　　革

昭和48年 4月 （財）東京都社会福祉振興財団設立（事務局：千代田区内神田）
平成 2年 4月 事務局を千代田区神田小川町へ移転
　　 6年 2月 事務局を新宿区歌舞伎町へ移転
　　 9年 4月 （財）東京都地域福祉財団と名称変更
　　14年 3月 （財）東京都高齢者研究・福祉振興財団設立（本部：板橋区栄町）（3月1日設立、4月1日事業開始）
 （財）東京都地域福祉財団解散（3月31日）
　　14年 4月 旧（財）東京都老人総合研究所の事業と旧（財）東京都地域福祉財団事業を再構築した事業を、東京都老 

 人総合研究所（板橋区栄町）と飯田橋事務局（新宿区神楽河岸）において開始
　　21年 4月 （財）東京都福祉保健財団と名称変更（事務局：新宿区神楽河岸）
 東京都老人総合研究所は地方独立行政法人東京都健康長寿医療センターへ移管
　　24年 4月 公益財団法人として東京都の認定を受け、「公益財団法人東京都福祉保健財団」へ移行
　　26年 7月 事務局を新宿区西新宿へ移転

当財団は、「福祉保健医療を担う人材の育成」、「利用者のサービス選択の支援」及び「福
祉保健システムの適正な運営の支援等」に関する事業を行い、もって都民の福祉保健
医療の向上と都民本位の開かれた福祉保健医療の実現に寄与することを目的としてい
ます。
急速に進む少子高齢化社会の中で、ますます増大、高度化していく都民の福祉保健
医療ニーズに対応するため、公益性・中立性を重視しながら、様々な事業を実施して
います。

福祉保健医療分野における以下の事業を行っています。

当

よりよいサービス
選択の支援

専門人材の育成 事業者等への支援と
適正な制度運営
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わたしたちはチーム力とコミュニケーション力で
みんなの笑顔を実現します。
　チーム力とコミュニケーション力でいきいきとした活発な組織をつくります。都民や事業者のみなさ
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外国人未払医療費補てん事務
心身障害者扶養共済制度等事務
障害者支援施設等の使用料徴収事務
サービス推進費補助等事務

P.5
P.6

P.6

P.7

P.8

P.8
P.9
P.9
P.10

P.10

P.11

P.11
P.12
P.12
P.13
P.13
P.14
P.15

P.16
P.17
P.17
P.18
P.19
P.19
P.19

P.20
P.20
P.21

P.21

P.21
P.21
P.22

P.22

P.23
P.24
P.24
P.24
P.24

P.25
P.26

P.26

P.27
P.27
P.27

P.28
P.28

P.28
P.28
P.28
P.28
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介護支援専門員養成事業
 介護支援専門員実務研修受講試験事業
介護支援専門員実務研修受講希望者に対して、研修を行うに際し、介護保険制度などに関する専門知

識等を有していることを事前に確認するための試験を実施しています。

 介護支援専門員研修事業
介護保険制度の円滑な運営を図るため、ケアプランの作成などを行う介護支援専門員の各種養成研修

を実施しています。

実 務 研 修 実務研修受講試験に合格した方が、介護支援専門員としての業務に従事する前に、必要な知識
や技能を修得するために受講する研修です。

専門研修Ⅰ 現任の介護支援専門員が、一定の実務経験をもとに、必要な専門知識や技能の修得を図るため
に受講する研修です。

再 研 修 介護支援専門員の登録を受けている方で、介護支援専門員証の有効期限を過ぎた方などが新た
に証の交付を受ける場合に、必要な知識や技能を再修得するために受講する研修です。

更 新 研 修 介護支援専門員証の更新時に、必要な知識と技能の向上を図るために受講する研修です。

 介護支援専門員登録等事業
介護支援専門員資格登録簿への登録業務及び介護支援専門員証の発行業務を行っています。

（介護人材養成室　ケアマネ担当　Tel 03-3344-8512）

都民の方々に充実した福祉保健医療サービスが提供されるよう、専門人材
の育成を図るとともに、専門職等を対象に福祉保健医療に関する最新の知識・
技術を普及しています。

福祉保健医療サービスを支える人材の
育成及び専門知識・技術の普及

研修修了後
３月以内

登録後５年
以内申請

登録後５年
を経過

専門研修Ⅰ・専門研修Ⅱ受講
※専門研修Ⅱは、別の実施機関により開講

申請

申請

介護支援専門員証の有効期間を更新しない
（更新研修等を受講しない）場合

再度、介護支援専門員証の交付を受ける場合

実
務
研
修
受
講
試
験
　合
格

実
務
研
修
受
講

介
護
支
援
専
門
員
資
格
登
録
簿
へ
の
登
録

介
護
支
援
専
門
員
証
の
交
付

更
新
研
修
受
講

介
護
支
援
専
門
員

実
務
従
事
者

介
護
支
援
専
門
員
証
の

有
効
期
間
の
更
新

（
証
の
有
効
期
間
は
、

更
新
年
月
日
か
ら
５
年
）

介
護
支
援
専
門
員
証

の
失
効

実
務
非
従
事
者

再研修受講

申請
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地域包括支援センター職員研修事業
高齢者が住み慣れた地域で安心して過ごせるよう、包括的・継続的にサービスを提供できる体制を構築す
るため、地域包括ケアの推進主体となる地域包括支援センターの職員又は職員となる予定の方に対して研修
を実施しています。

初任者研修
原則として、勤務6カ月以内の職員又は今後勤務する予定の方が、地域包括支援センターの業務を行
う上で必要な基礎知識と技術を学ぶ研修です。

現任者研修
都内の地域包括支援センター等に勤務する職員であって、原則として、勤務6カ月以上の方が、必要
な知識及び技術の習得・向上を図るために受講する実践的な研修です。

（福祉人材養成室　Tel 03-3344-8513）

�自立支援・介護予防に向けた�
地域ケア会議実践者養成研修事業

多職種が連携し、高齢者の自立した日常生活の支援、介護予防、要介護状態等の軽減を目的とした地域ケ
ア会議の開催を推進するため、高齢者の生活課題とその背景にある要因を理解し、尊厳を保ちつつ、個々の
高齢者に合った適切な支援方法について提案・助言できる人材を養成する研修を実施します。

（介護人材養成室　Tel 03-3344-7270）
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高齢者権利擁護推進事業
高齢者の権利擁護（特に虐待の防止や対応など）を図るため、区市町村職員等の方々を対象として相談支

援・人材育成を行い、高齢者の権利擁護のための取組を推進しています。

 区市町村職員等相談支援事業
社会福祉士等による専門相談窓口を設置し、高齢者虐待に係る困難事例対応や、権利擁護業務の体制

整備・啓発活動に関することなど、高齢者虐待防止・権利擁護支援に関する区市町村職員及び地域包括
支援センター等職員の相談に応じています。また必要に応じて、弁護士による相談も実施しています。

 研修事業
区市町村職員等を対象に、高齢者虐待対応・権利擁護支援に適切に対応できる人材を育成しています。

区市町村職員等高齢者権利擁護研修

◦��養護者による高齢者虐待対応研修（基礎研修・応用研修・権利擁護テーマ別実践研修）
区市町村職員及び地域包括支援センター等職員を対象に、家庭内等の養護者による高齢者虐待事例等

に対して、適切かつ迅速に対応するために必要な知識及び技術を習得するための研修を実施しています。
また、権利擁護支援に係る実践力及び対応力向上を図るため、高齢者の権利擁護及び虐待防止・対応に
係る横断的課題への対応方法を学ぶ研修も実施しています。

◦�養介護施設従事者等による高齢者虐待対応研修
区市町村職員を対象に、介護施設及び介護サービス事業等の従事者等による高齢者虐待事例に対して、

適切かつ迅速に対応するために必要な知識及び技術を習得するための研修を実施しています。

介護サービス等事業管理者高齢者権利擁護研修

介護施設及び介護サービス事業所や有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅の高齢者の住ま
いの管理者等を対象に、高齢者虐待の早期発見と高齢者虐待防止に求められる管理者等として果たすべ
き役割について、具体的な知識や技術を習得するための研修を実施しています。

施設内リーダー職員研修（看護実務者研修）

介護施設等において権利擁護の取組を担当する看護職員を対象に、高齢者虐待防止・権利擁護を推進
していくために必要な実践的な知識・技術を習得するための研修を実施しています。

（福祉人材養成室内　高齢者権利擁護支援センター　Tel 03-3344-8628）
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�介護職員等によるたんの吸引等のための�
研修・登録受付等事業

医療的なケアへのニーズに対応するため、高齢者及び障害者等の施設・在宅系サービス等において、たんの
吸引等の医療的ケアを行う介護職員等を養成するとともに、実施に当たっての登録等受付業務を行っています。

 研修事業
高齢者及び障害者等の施設及び居宅において、適切にたんの吸引等を行うことができる介護職員等を

養成することを目的とし、研修事業を実施しています。

不特定多数の者対象 特定の者対象

特別養護老人ホーム等において、たんの吸引等制度化され
た医行為を適切に実施できる介護職員等を養成します。

居宅等において特定の者に対し、たんの吸引等の必要な
ケアをより安全に提供できる介護職員等を養成します。

研
修
課
程

講義 50時間
研
修
課
程

講義 8時間

演習 3日間 演習 1時間

実地研修 省令で定められた医行為を
施設等で実施 実地研修 省令で定められた医行為のうち、特定

の者に対し必要なケアを実施

 登録等受付事業
たんの吸引等を実施する介護職員等及び事業所に対し、認定特定行為業務従事者及び登録特定行為事

業者の東京都への登録等について受付業務を行っています。（障害者のたんの吸引等を実施する事業所
の登録を除く。）

（福祉人材養成室　たん吸引担当　Tel 03-3344-8629）

訪問看護管理者育成事業
訪問看護ステーションの管理者・指導者を育成するための研修
を実施し、人材の育成・定着及び経営の安定化を図ります。

（福祉人材養成室　Tel 03-3344-8513）

　介護職員等であって、東京都知事から喀痰吸引等
の業務の登録認定を受けた従事者のことです。

認定特定行為業務従事者とは…
　喀痰吸引等を行う事業者であって、東京都知事の
登録を受けた事業所のことです。

登録特定行為事業者とは…
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保育人材育成研修事業
 認証保育所施設長研修
認証保育所の施設長等に対し、施設の運営管理に必要な知識や技術を習得するための研修を実施して

います。

 認証保育所中堅保育士研修
認証保育所において、施設長を補佐し中核的な役割を果たすことが期待される職員に対し、保育所の

適正な運営管理に必要な知識や技術を習得するための研修を実施しています。

 家庭的保育者研修
各区市町村の現任の家庭的保育者及び家庭的保

育者認定予定者等に対し、家庭的保育に必要な基
礎的知識・技術等を習得するための研修を実施し
ています。

 病児・病後児保育研修、病児・病後児（訪問型）保育研修
病児保育事業の職務に現に従事している職員及び従事予定者に対し、必要な知識の修得、資質を確保

するための研修を実施しています。

 認可外保育施設職員テーマ別研修
認可外保育施設に従事する職員等に対し、施設等で保育を行う上で必要な知識や技術を習得するため

の研修を実施しています。
（福祉人材養成室　Tel 03-3344-8522）

子育て支援員研修事業
子ども・子育て支援新制度の開始に伴い、地域において地域型保育や一時預かり事業等で保育従事者とし

て勤務することを希望する者に対し、必要な知識や技能等を習得するための「東京都子育て支援員研修（地
域保育コース）」を実施しています。修了者は、全国で通用する「子育て支援員」として東京都より認定され
ます。

（福祉人材養成室　Tel 03-3344-8533）

　保護者が勤めているなどの理由で、保育を必要
とする乳幼児を自宅等で預かり、家庭的な雰囲気
の中できめ細かな保育を行う者で、区市町村長に
より認定されます。

家庭的保育者とは…
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障害者虐待防止対策支援事業
障害者に対する虐待の防止や虐待を受けた者に対する支援等を図り、また、強度行動障害の状態にある者
等に対して適切な支援等を行う職員の人材育成を行うための研修を実施しています。

 障害者虐待防止・権利擁護研修
障害者虐待の問題について、障害福祉サービス事業所等の職員の理解を深めるとともに、区市町村の

障害者虐待防止担当等の専門性の強化を図るため、障害福祉サービス事業所等の管理者や従事者、区市
町村職員等を対象に研修を実施しています。

施設職員コース

◦�管理者コース
　障害福祉サービス事業所等の法人代表者、管理者及び施設長等を対象に研修を実施しています。
◦�従事者コース
　�障害福祉サービス事業所等の従事者で、所属において障害者虐待防止・権利擁護責任者として研修の
企画・運営を担う職員を対象に研修を実施しています。

障害者虐待防止センター等担当職員コース

区市町村の障害者虐待防止センターの職員等で、障害者虐待に係る連絡調整等を担う職員（基幹相談
支援センター職員含む）を対象に研修を実施しています。

 強度行動障害支援者養成研修
強度行動障害の状態にある者（児）に対し、適切な支援を行う職員、及び、適切な障害特性の評価及

び支援計画の作成ができる職員の人材育成を図るため、障害福祉サービス事業所等の職員を対象に研修
を実施しています。

基礎研修

障害福祉サービス事業所等において、知的障害、精神障害等で強度行動障害の状態にある者（児）を
支援対象にした業務に従事している者等を対象に研修を実施しています。

実践研修

基礎研修を修了している者で、障害福祉サービス事業所等において、知的障害、精神障害のある者（児）
の障害特性の評価及び支援計画の作成を行う者等を対象に研修を実施しています。

（福祉人材養成室　Tel 03-3344-8551）

�障害福祉サービス等事業者に対する�
経営管理研修事業

障害福祉サービス事業所等の法人代表者、管理者及び施設長等に対し、人材マネジメント等の研修を実施
することで、事業所における職員の定着や資質向上を図ります。

（福祉人材養成室　Tel 03-3344-8551）
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生活困窮者自立相談支援機関職員研修等事業
生活困窮者自立支援法に基づく事業に従事する者等に対して研修等を実施することで、生活困窮者に対す

る支援の質の向上を図ります。
（職員研修室　Tel 03-5800-3344）

認定看護管理者養成研修事業
看護管理者の資質と看護水準の維持及び向上を図るため、管理・監督職の立場にある看護師に対して、認

定看護管理者教育課程（ファーストレベル）の研修を実施しています。

（職員研修室　認定看護管理者養成研修担当　Tel 03-5800-3330）

新規事業

修
了

合
格

≪認定看護管理者　認定のプロセス≫（一例）

認定看護管理者教育課程
○
日
本
国
の
看
護
師
免
許
を
有
す
る
者

○
実
務
経
験
が
通
算
５
年
以
上
あ
る
者

認
定
看
護
管
理
者

認
定
審
査

ファースト
レベル

当財団で実施
セカンド
レベル

サード
レベル

　（公社）日本看護協会の認定する資格で、同協会の看護管理者認定審査に合格し、管理者として優れた資質を持ち、創造
的に組織を発展させることができる能力を有すると認められた者を指します。認定看護管理者教育課程を修了した者は、
上記認定審査を受験することができます。

認定看護管理者とは…
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看護教員養成研修事業
東京都内の看護師等養成所の看護教員を目指す人に、必要な知識と技術の修得に向けた研修として長期研修と
短期研修を実施しています。

長期研修

※厚生労働省認定の専任教員養成講習会
受講資格
◦�保健師、助産師または看護師の資格があり、
　5年以上の看護業務に従事した者
研修期間
◦�5月から翌年3月までの11か月間

短期研修

受講資格
◦�専門領域の看護経験3年以上で、大学などにおいて教育に関する科目を履修し、都内の看護学校で専任
教員として在職し、かつ所属長の推薦がある者

研修期間
◦�5日間

（職員研修室　看護教員養成研修担当　Tel 03-3812-9362）

健康づくり事業推進指導者育成事業
「東京都健康推進プラン21（第二次）」及び「東京都がん対策推進計画」に基づき、健康寿命の延伸、健康
格差の縮小、がん予防などの推進を図るため、地域や職域において指導的立場で健康づくりに関する事業を
担う区市町村、医療保険者、都保健所等の人材の育成を目的とした研修を実施しています。

（健康支援室　Tel 03-5285-8001）

研修風景
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アレルギー疾患研修事業
地域におけるアレルギー疾患対策への取組を推進する人材を育成し、アレルギー疾患患者の発症や悪化を

防止し、都民の健康増進を目的とした研修を実施しています。

 アレルギー相談実務研修

子供のアレルギー疾患に関する相談実務研修

保育所、幼稚園、認定こども園、学童クラブ等の職員を対象に、子供の各アレルギー疾患（小児ぜん息、
食物アレルギー、アトピー性皮膚炎等）に関する基本的知識及び児童施設における日常生活対応に関す
る実技等を習得するための研修を実施しています。

成人のアレルギー疾患に関する相談実務研修

医療保険者、訪問看護ステーション、介護保険・福祉施設等の職員を対象に、成人ぜん息、アトピー
性皮膚炎に関する基本的知識及び実技等を習得するための研修を実施しています。

 ぜん息・食物アレルギー緊急時対応研修
全ての保育施設、学童クラブ、乳児院・児童養護施設等の職員を対象に、自己管理が難しい子供のぜ

ん息発作や食物アレルギーによるアナフィラキシーショックといった緊急時に対応するための知識の習
得や対応技術の向上を図るための研修を実施しています。

 アレルギー対応体制強化研修
保育施設等の管理者または責任者に対して、組織としての対応体制の整備や地域の医療機関等関係者

との連携体制の構築など、ぜん息やアレルギー疾患対策の取組強化を図るための研修を実施しています。
また、保育施設等を管轄する区市町村、保健所・保健センター等の職員を対象に、アレルギー対応に

ついて適切な指導や体制整備を推進するための研修を実施しています。
（健康支援室　Tel 03-5285-8001）

魅力ある福祉の職場づくり研修等事業
都内で福祉サービスを提供する事業所の経営・管理層や従事者を対象に、喫緊の課題である人材の確保・

育成・定着をはじめとする時宜に応じたテーマについて、福祉の仕事や職場の魅力を高めるための研修等を
実施します。

（企画財務室）
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福祉用具等に関する知識・技術の普及・啓発事業
 福祉用具普及支援事業
福祉関係従事者等に対する基礎的・専門的知識の普及等を行っています。

福祉用具講習会

対　　象 講　　習　　会

区市町村・福祉事務所・地域包括支援センター・	
介護施設・居宅サービス等職員

福祉用具サービス業務従事者（基礎・テーマ別・演習型）講習会

福祉用具サービス業務従事者特別講習会

介護施設職員 施設向け講習会（集合型・出張型・実践型）

福祉用具貸与事業所等の相談員を目指す方、	
専門相談員有資格者

福祉用具専門相談員指定講習会

福祉用具専門相談員スキルアップ講習会

介護支援専門員 介護支援専門員のための福祉用具・住宅改修（基礎）講習会

福祉系学校学生・福祉関係者 福祉用具体験講習会

専門相談

区市町村等相談担当者、介護保
険事業従事者を対象に、車椅子、
リフトをはじめ、様々な福祉用具
に関する専門的な相談に応じてい
ます。

  福祉用具に関する専門相談  
TEL  03-3344-8543　※月～金（祝日除く）9：00～12：00、13：00～17：00

技術支援

区市町村、福祉事務所、地域包括支援センター等からの専門相談のうち、リフトの導入や車椅子の選
定などで、電話による相談では対応が難しい場合には、相談者のお宅に訪問して技術的な支援を行って
います。

（福祉情報室　地域支援担当　Tel 03-3344-8514）

 福祉保健情報普及啓発事業

書籍の有償頒布

福祉保健情報の総合的な提供及び広報・普及啓発活動
として、福祉保健関連書籍の出版及び有償頒布を行って
います。

その他の出版物については財団HPをご覧ください。
ホームページ 　http://www.fukushizaidan.jp

� （福祉情報室　福祉調査担当　Tel 03-3344-8632）

医療から
逃げない！
ケアマネジャーのための

著  高岡 里佳

医療連携Q＆A 応用応用応用応用応用応用

医療から
逃げない！

公益財団法人  東京都福祉保健財団

ケアマネジャーのための

著  高岡 里佳

医療連携Q＆A 入門入門入門門入門

主な出版物のご紹介
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次世代介護機器の活用支援事業
介護サービス事業所を対象に、次世代介護機器※の効果的な導入及び適切な使用を支援するため、常設体験
展示コーナーの運営やセミナー等を行っています。
※ロボット技術の応用により、利用者の自立支援や介護者の負担軽減の効果を有する機器（介護ロボット）

次世代介護機器体験展示コーナー【常設展示】

◦�次世代介護機器の見学や体験をすることができます。
　※�展示機器は随時入れ替えを行います。展示機器や体験展示

コーナーの特徴については財団HPをご覧ください。

◦�専門アドバイザーによる相談窓口（無料）を設けて
います。

　�　主に、次世代介護機器の導入前後できちんと「マネジメント」
するための支援を行っています。

  開設日時  	 平日（土曜日・日曜日・祝日・年末年始を除く）　10時から16時まで（12時から13時を除く）
	 ※体験、相談窓口は予約制となっています。体験可能日については、財団HPをご覧ください。
ホームページ 	 http://www.fukushizaidan.jp/205jisedaikiki/index.html

セミナー

次世代介護機器の普及啓発に関する各種セミナーを行います。
次世代介護機器導入前セミナー 機器の導入を検討している事業者を対象に、機器選定等の効果的な導入を支援

次世代介護機器導入後セミナー 機器を導入した事業者を対象に、機器の活用・定着を支援

アドバンストセミナー 他施設のモデルとなるアドバンスト施設を育成

普及啓発セミナー 機器に関する基礎知識や最新動向などの情報提供等

公開見学会

次世代介護機器を導入している施設で実際の活用場面を見学できる機会を提供しています。

出張展示

区市町村等が主催するイベントなどに次世代介護機器の出張展示を行っています。
（福祉情報室　次世代介護機器担当　Tel 03-3344-7275）
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福祉情報総合ネットワーク事業
都民の方々が、福祉サービスを安心して主体的に利用できるように様々な福祉に関する情報を提供しています。

掲載情報
◦�東京の福祉オールガイド
　�高齢者、妊娠・出産、子供、障害者など6分野、500項
目以上の東京の福祉サービスを紹介しています。
◦事業所情報
　�高齢者、子供、障害者などに対して、様々な福祉サービ
スを提供している3万件以上の福祉施設や事業所の情報
を提供しています。
◦�福祉サービス第三者評価情報
　�福祉施設や事業所が提供している福祉サービスの内容に
ついて、評価機関が評価した結果を公表しています。
◦�苦情対応情報
　�福祉サービスでの苦情対応のしくみ、苦情対応の事例や
苦情に関する相談窓口の情報を提供しています。
◦�相談窓口情報
　�高齢者、子供、障害者などの福祉に関する相談窓口の情
報を提供しています。
◦�福祉用具情報
　�福祉用具貸与・販売事業所、福祉用具展示場や福祉用具
に関する相談窓口などの情報を提供しています。

（福祉情報室　福祉IT担当　Tel 03-3344-8631）

都民が適切な福祉保健医療サービスを主体的に選択し利用できるよう、総合
的な情報提供や相談援助を行っています。

都民への福祉保健医療サービスに
関する総合的な情報提供等

http://www.fukunavi.or.jp

http://mobile.
fukunavi.or.jp/fukunavi/keitai/

03‒6911‒4717

『とうきょう福祉ナビゲーション』
のご案内（音声案内）

03‒6911‒4719

電話サービス電話サービス

携帯電話携帯電話

ファックスサービスファックスサービス

ホームページホームページ
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介護サービス情報の公表事業
「介護サービス情報の公表」制度は、利用者が介護サービス
を利用するために必要とされる情報を事業者が公表すること
により、利用者がより適切な事業者を選択できるように支援
するための制度です。
財団では、東京都より「東京都指定情報公表センター」の

指定を受け、介護保険事業者等から提出される介護サービス
情報の調査票の受理及び公表を行っています。
※�原則として6年に1回東京都指定調査機関による運営情報にかかる訪問

調査を実施

ホームページ 　介護サービス情報公表システム

https://www.kaigokensaku.mhlw.go.jp/13/index.php

（福祉情報室内　東京都指定情報公表センター　Tel 03-3344-8630）

ユニバーサルデザイン情報サイト事業
駅・地下鉄・道路・建築物・トイレ等のユニバーサルデザインに関する情報を一元化したポータルサイト

「とうきょうユニバーサルデザインナビ（UDナビ）」を運営し、外出時に必要な情報を提供するとともに、
情報バリアフリーや心のバリアフリーなどの取組を紹介しています。

（福祉情報室　ユニバーサルデザイン担当　

Tel 03-3344-8534）

介護サービスの利用者・家族など

介護サービス情報

介護保険の事業所及び施設

介護サービス情報をインターネットで公表

指定調査機関

訪問調査※
報告

基本情報 運営情報

都の施策等に
ついて掲載

東
京
都

ユニバーサルデザインに
関する情報を一元化

知りたい
情報を検索

利用者が知りたい情報を
わかりやすく提供

リンク許可 リンク依頼

利　用　者

ウェブサイト（リンク元）の管理者

区市町村 民間団体 施設管理者

https://www.udnavi.tokyo/

ホームページホームページ
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働きやすい福祉・介護の職場宣言情報公表事業
人材育成、キャリアパス、負担軽減等、働きやすさの指標となる項目を明示した「働きやすい福祉の職場
ガイドライン」を踏まえた職場づくりに取り組み、「TOKYO働きやすい福祉の職場宣言」を行う福祉事業所
の情報を「ふくむすび」（東京都福祉人材情報バンクシステム）に登録し公表しています。

【対象事業所】

高齢分野 介護保険指定事業所（居宅サービス・施設サービス・地域密着サービス）・養護老人ホーム・軽費
老人ホーム

児童分野 保育所（認可・認証）・認定こども園、乳児院、児童養護施設・自立援助ホーム・児童自立支援施設

障害分野 障害者総合支援法に基づく障害福祉サービス及び児童福祉法に基づく障害児通所・入所支援施設

ひとり親家庭・女性 母子生活支援施設・婦人保護施設

生活保護 救護施設・更生施設・宿所提供施設

 事業者支援コーディネーター派遣
離職率が高いなど職場環境に悩みを抱える事業所へコーディネーター（コンサルタント等）を派遣す

ることで、事業所の職場環境整備を支援し、職場宣言ができるよう支援します。
また、既に職場宣言している事業所に対しては、更新時に、職場宣言の実施状況の確認やコーディネー

ターによるフォローアップを行います。
（福祉情報室　宣言情報公表担当　Tel 03-3344-8552）

TOKYO働きやすい福祉の職場宣言の関係図
人材育成、職場環境改善の「見える化」

東京都福祉人材センターが運営

事業所の基本情報

TOKYO働きやすい福祉の職場宣言

「ふくむすび」（東京都福祉人材情報バンクシステム）
https://www.fukushijinzai.metro.tokyo.jp/

入職後のミスマッチを防ぎ人材の確保と定着を応援

・検討委員会の運営
・スタートアップセミナーの運営
・申請書類の確認・審査

③ 現地確認

検索

イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
等

閲覧

※事前にスタートアップセミナーを受講

公表承認

東　京　都

※外部に委託

宣言事業所（法人）現地確認機関

求
職
者

④ 結果報告
① 申請② 確認指示

承認依頼

公益財団法人 東京都福祉保健財団
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保健医療情報センター事業
保健・医療・福祉に関する相談や医療機関に関する情報提供を行っています。

保健医療福祉相談
保健・医療・福祉に関する相談に専門相談員が対応しています。
TEL  03-5272-0303　平日 午前9時～午後8時

医療機関案内
医療機関・夜間休日診療医療機関などの情報を音声自動応答サービスなどにより案内しています。
TEL  03-5272-0303
聴覚障害者の方等専用　FAX  03-5285-8080　24時間 年中無休

外国語による
情報提供

外国語で受診できる医療機関や日本の医療制度などを
相談員が5ヶ国語で案内しています。
（対応言語：英語・中国語・韓国語・タイ語・スペイン語）
TEL  03-5285-8181　全日 午前9時～午後8時

生活サポート特別貸付アフターフォロー事業
「生活サポート特別貸付事業」（平成23年度をもって貸付終了）の債権管理を行うとともに、貸付を受けた
方に対して、生活相談と就労支援を行っています。

（健康支援室　Tel 03-5285-8440）

健康づくり支援施設運営事業
東京都健康プラザ「ハイジア」内の施設（プール、

マシンフロア、エアロビクスフロア、研修室、会議室）
を区市町村等が実施する健康づくりや都民の方々の
自主的な健康づくり等の場として提供しています。

 貸出しできる日時
◦ 運動施設は火曜日から土曜日 （年末年始を除く。）　午前９時～午後５時
◦ 研修室・会議室は月曜日から土曜日 （年末年始を除く。）　午前９時～午後５時
※詳細は、事前にお問い合わせください。

 

交通機関
JR・東京メトロ丸ノ内線・小田急線・京王線「新宿駅」から徒歩15分
西武新宿線「西武新宿駅」北口から徒歩2分
都営地下鉄大江戸線「新宿西口駅」から徒歩10分 東京都健康プラザ「ハイジア」地図

ルミネ
エスト

北
口

東
口

交番

大久保病院
東京都健康プラザ
ハイジア

京王

新宿東宝ビル

アルタ

ドンキホーテ
新宿区役所

伊勢丹

ハルク

大久保公園
ハローワーク職安通り

靖国通り

明
治
通
り

新宿西口駅
出口

西
武
新
宿

↑
新
大
久
保

↑
大
久
保

渋
谷
↓

新宿
JR・京王
小田急

小田急
西
口

新宿通り

東京都健康プラザ運動施設（ウェルネスエイジ）

TEL  03-5285-8000

〒160-0021　東京都新宿区歌舞伎町2-44-1  
東京都健康プラザ「ハイジア」4階

プール 研修室マシンフロア
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東京都介護職員キャリアパス導入促進事業
介護保険事業者にキャリアパスの導入を促し、職員がキャリアアップを図れる環境を実現し、専門人材の
育成・定着を促進しています。
「介護キャリア段位制度」を活用し、レベル認定者に認定手当相当額を支給した事業者に対する助成及び
キャリアパスを導入して離職率を改善した事業者に対する助成について、募集や申請受付等を行っています。
また、キャリアパスの導入を効果的に実施するため、介護保険事業管理者等に対するセミナーの開催や介護
保険事業所の人事制度等の作成・改善のための集合研修や個別相談等を行っています。

（福祉人材養成室　Tel 03-3344-8532）

外国人介護従事者受入れ環境整備等事業
外国人介護従事者について、各制度（経済連携協定（EPA）、外国人技能実習制度、介護福祉士の資格取得
を目指す留学生、在留資格「介護」・「特定技能1号」）の趣旨に沿って、高齢者施設等が外国人を円滑に受け
入れられるように支援します。

（介護人材養成室　Tel 03-3344-8627）

福祉保健医療サービスが安定的に提供されるよう、福祉人材の確保・育成・
定着や利用者の安全・安心の確保などに取り組む事業者を支援しています。

福祉保健医療サービスを提供する
事業者への支援
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奨学金返済・育成支援事業

資格取得支援事業

介護職員奨学金返済・育成支援事業
介護保険事業所等が、常勤介護職員として採用した新卒者等を計画的に育成するとともに、キャリ

アアップできる環境の確保のため、在学中に奨学金貸与を受けた者に対して、返済金相当額を手当と
して支給した場合に当該介護保険事業者等に対する助成を行うための、募集や申請受付、審査等を行
います。

（福祉人材養成室　Tel 03-3344-8513）

�障害福祉サービス事業所職員�
奨学金返済・育成支援事業

障害福祉サービス等事業所が、常勤福祉・介護職員として採用した新卒者等を計画的に育成すると
ともに、キャリアアップできる環境確保のため、在学中に奨学金貸与を受けた者に対して、返済金相
当額を手当として支給した場合に、当該障害福祉サービス等事業者に対する助成を行うための募集や
申請受付、審査等を行います。

（福祉人材養成室　Tel 03-3344-8513）

現任介護職員資格取得支援事業
介護サービスを提供する事業者に対して、現任の介護職員が介護福祉士国家資格取得のために要す

る経費の一部を助成しています。
（福祉人材養成室　Tel 03-3344-8513）

現任障害福祉サービス等職員資格取得支援事業
障害福祉サービス等を提供する事業者に対して、福祉の専門職員を配置できるよう現任の職員が社

会福祉士、介護福祉士、精神保健福祉士、公認心理師国家資格取得のために要する経費の一部を助成
しています。

（福祉人材養成室　Tel 03-3344-8551）
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宿舎借り上げ支援事業

東京都介護職員宿舎借り上げ支援事業
介護事業者に対し、介護職員の宿舎借り上げに要する経費の一部を助成することにより、働きやす
い職場環境を実現し介護人材の確保定着を図るとともに、事業所による防災の取組を計画的に進め、
地域の災害福祉拠点として災害時の迅速な対応を推進します。

（宿舎借り上げ支援担当〈介護〉　Tel 03-3344-8548）

�東京都障害福祉サービス等職員�
宿舎借り上げ支援事業 

障害福祉サービス等事業者に対し、障害福祉サービス等職員の宿舎借り上げに要する経費の一部を
助成することにより、働きやすい職場環境を実現し福祉・介護人材の確保定着を図るとともに、事業
所による防災の取組を計画的に進め、地域の災害福祉拠点として災害時の迅速な対応を推進します。

（宿舎借り上げ支援担当〈障害〉　Tel 03-3344-7280）

契約
住　宅

入居

事業者

職員宿舎の確保

住宅費の負担軽減
に伴う職員の待遇改善

人材の確保定着の促進
（働きやすい職場環境の推進） 災害時の運営体制の強化

施設周辺での
災害対応要員の配置

職員（採用等）

事業所

公
益
財
団
法
人

東
京
都
福
祉
保
健
財
団

助
成
金
交
付
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子供が輝く東京・応援事業
社会全体で子育てを支えることを目的として、都の出えん及び都民等の寄附による基金を活用し、NPO法

人等による、結婚、子育て、学び、就労までのライフステージに応じた取組を支援するため、新たに実施す
る事業（定額助成）と、既存事業のレベルアップにつながる事業（成果連動型助成）に対して助成金を交付
します。

（運営支援室　子供が輝く東京・応援担当　Tel 03-3344-8535）

企業・個人等

東京都

公益財団法人
東京都福祉保健財団

基 金

寄附出えん

●地域の資源等を活用した結婚支援
●妊娠、出産、育児期における親や子供に対する支援
●多世代交流や地域との連携等による子育て支援
●病気や障害等を抱える子供への支援
●社会的養護に係る取組
●学齢期の子供に対する各種支援
●若者が社会的に自立した生活を営むための支援

助成

助成対象となる事業

NPO・企業等
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社会福祉施設・医療施設等耐震化促進事業
耐震化が未実施の社会福祉施設・医療施設等を訪問し、耐震化に向けた取組を支援します。

 訪問
対象施設に対して個別訪問を実施し、施設の状況に応じて、耐震化の必要性や、活用可能な支援制度

の案内などを行います。

 専門的支援
対象施設からの要請に応じて建築・耐震化に関する専門的知識を有する技術者が対象施設へ赴き、施

設の状況を勘案して耐震診断・耐震改修に関する技術的助言や提案を行います。
（運営支援室　耐震化促進担当　Tel 03-3344-8636）

福祉医療機構借入金利子補給事業
社会福祉法人等が、施設整備等のために、独立行政法人福祉医療機構から借り入れた「福祉貸付資金」の
利子に対して利子補給を行うことにより、社会福祉法人等の財政負担を軽減し、社会福祉事業の安定的な運
営を支援します。

（運営支援室　施設支援担当　Tel 03-3344-8635）

介護老人保健施設整備資金利子補給事業
医療法人等が、介護老人保健施設の整備のために、独立行政法人福祉医療機構から借り入れた「医療貸付
資金」の利子に対して利子補給を行うことにより、医療法人等の財政負担を軽減し、介護保険事業の安定的
な運営を支援します。

（運営支援室　施設支援担当　Tel 03-3344-8635）

地域福祉振興事業
地域社会において民間団体が実施する福祉サービスのうち、既存の公的制度や、補助事業では対象とされ
ていない事業に対して助成金を交付し、地域社会における福祉の推進を図っています。（※継続助成事業のみ）

（運営支援室　Tel 03-3344-8516）
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福祉サービス第三者評価システム事業
福祉サービス第三者評価システム事業とは、第三者

の目から見た評価結果を幅広く利用者や事業者に公表
することにより、利用者に対する情報提供を行うとと
もに、サービスの質の向上に向けた事業者の取組を促
すことで、利用者本位のサービスシステムの構築を図
る事業です。
財団では、「東京都福祉サービス評価推進機構」とし

て、評価機関の認証、評価者研修の実施、共通評価項
目の策定及び見直し、評価結果の公表、評価が実施さ
れた福祉サービス提供事業者に対する受審済ステッ
カーの配付等を行っています。

（評価支援室　東京都福祉サービス評価推進機構　Tel 03-3344-8515）

利用者本位で福祉保健医療制度が運営されるよう、第三者による評価の仕組
みや事業者への指導・助言などを通じてサービスの質の向上を図っています。

福祉保健医療制度の適正な運営の支援

カメは、「一歩一歩着実に」を、こうらの矢印は、
評価を受けることによる事業所のサービスの
向上「スパイラルアップ」を表している。

東京都福祉サービス
第三者評価キャラクター

「ひょうカメ」

福祉サービス
提供事業者

指導検査の実施・事業者向けガイドライン作成など

認証評価機関

選択

評価結果報告

認証・研修実施・
共通評価項目策定
及び見直し等

公表（透明性の確保）

とうきょう福祉ナビゲーション
http://www.fukunavi.or.jp

東京都福祉サービス評価推進機構
（東京都福祉保健財団）

仕組みづくり支援

利用者・都民
（ケアマネジャー等を含む）

契
約

選択

東京都

閲覧

25



指定市町村事務受託法人事業

介護サービス指定市町村事務受託法人事業
東京都より介護保険法第24条の2に基づく「指定市町村事務受託法人」の指定を受け、介護保険法
第23条に規定する照会等事務を行い、保険者たる区市町村を支援しています。

（実地指導担当〈介護〉　Tel 03-3344-8516）

障害福祉サービス等指定市町村事務受託法人事業
障害者総合支援法第11条の2及び児童福祉法第57条の3の4に基づく「指定市町村事務受託法人」と
して、障害者総合支援法第10条等に規定する質問等事務を行い、区市町村を支援します。

（実地指導担当〈障害〉　Tel 03-3344-7276）

事業所

区市町村

東京都

指定市町村事務受託法人
（公財）東京都福祉保健財団
事業者指導・支援センター

③ 照会等事務・質問等事務
　 （実地指導）

⑤ 結果通知・
　 改善状況
　 確認

② 実施通知

① 事業所への同行依頼

④ 実地指導結果報告（復命）

③ 照会等事務・質問等事務
　 （区市町村に同行）

指定・連携支援・連携
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介護保険事業者指定申請受付等事業
介護保険事業者（居宅系サービス）の新規指定申請、指定更新

申請、変更届等について、その申請書等の受付、審査、実地調査
等を行っています。
また、新規指定申請や指定更新申請を行う事業者に対して研修

会を実施しています。

（事業者指定室　Tel 03-3344-8517）

生活保護法指定医療機関等指定申請受付等事業
生活保護法等に基づく指定医療機関等の新規指定申請、指定更新申請、変更届等について、その申請書等

の受付、審査等を行っています。
（事業者指定室　Tel 03-3344-8638）

サービス付き高齢者向け住宅登録等事業
高齢者の居住の安定確保に関する法律に基づく東京都の指定登録機関として、サービス付き高齢者向け住

宅の登録及び登録簿の閲覧に係る業務等を行っています。

（運営支援室　高齢者住宅担当　Tel 03-3344-8637）

HP 閲覧閲覧者
（サービス付き高齢者向け

住宅の情報を求める方）

区市町村など
（建築主事）

住宅建設予定地の
管轄消防署

サービス付き
高齢者向け住宅
情報提供システム

（サービス付き高齢者向け
住宅登録事務局）

事　業　者公益財団法人
東京都

福祉保健財団
（指定登録機関）

登
録
簿
の
閲
覧

⑧ 登録通知

⑧ システム
　 入力情報の
　 承認

⑦ 登録簿に登録

⑥ 登録申請書提出

⑧登録通知

① 事前相談
（登録要件基準、賃貸借契約、
サービス契約等）

③ 建築確認済証交付

② 建築確認申請
  （登録申請前）

① 事前相談
（企画段階、建築基準法開発
要綱、福祉基本計画等）

④ 

入
力

⑤ 

申
請
書
出
力

① 事前相談
（用途の確認、
消防用設備等）
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福祉保健局職員研修等事業
福祉・保健・医療施策を担う「プロフェッショナルな職員」を育成するため、東京都福祉保健局職員等を対

象とした研修や、福祉保健医療関係者を対象とした学会を実施しています。�（職員研修室　Tel 03-5800-3344）

病院経営本部職員研修事業
質の高い医療を提供する医療人材の育成と資質の向上を推進するため、東京都病院経営本部職員等を対象
とした研修を実施しています。� （職員研修室　Tel 03-5800-3344）

外国人未払医療費補てん事務
外国人未払医療費に係る医療機関の負担の軽減を図るため、都内の保険医療機関に対し、回収努力にも関わら

ず前年度に未収となっている医療費の一部を補てんする事務を行っています。�（健康支援室　Tel 03-5285-8001）

心身障害者扶養共済制度等事務
「東京都扶養共済事務センター」として、心身障害者扶養共済制度への加入・給付に関する事務及び心身障
害者扶養年金制度の清算・給付に関する事務を行っています。

（福祉情報室内　東京都扶養共済事務センター　Tel 03-3344-8633　Fax 03-3344-8594）

障害者支援施設等の使用料徴収事務
社会福祉施設の利用者について、障害者総合支援法に係る自己負担分の徴収を代行し、事業者に一括して
支払うことにより、事務の迅速化と事業者の利便を図っています。� （運営支援室　Tel 03-3344-8516）

サービス推進費補助等事務
東京都が行う民間社会福祉施設に対するサービス推進費補助金、保育士等キャリアアップ補助金及び保育
サービス推進事業補助金の交付に関する事務を行っています。� （運営支援室　Tel 03-3344-8516）

行政機関等への支援

福祉保健医療行政に従事する都区市町村職員等に対する研修や、行政機関
の行う事務の一部代行などの支援を行っています。

行政職員等研修及び行政機関支援に
関する事業

都区市町村職員等への研修
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介護人材養成室

福祉人材養成室

健 康 支 援 室

介護支援専門員養成事業
自立支援・介護予防に向けた

地域ケア会議実践者養成研修事業
外国人介護従事者受入れ環境整備等事業  

地域包括支援センター職員研修事業
現任介護職員資格取得支援事業
現任障害福祉サービス等職員資格取得支援事業 
訪問看護管理者育成事業
高齢者権利擁護推進事業
保育人材育成研修事業
介護職員等によるたんの吸引等のための

研修・登録受付等事業
東京都介護職員キャリアパス導入促進事業
介護職員奨学金返済・育成支援事業 
障害福祉サービス事業所職員

奨学金返済・育成支援事業
子育て支援員研修事業
障害者虐待防止対策支援事業
障害福祉サービス等事業者に対する

経営管理研修事業 

健康づくり事業推進指導者育成事業
アレルギー疾患研修事業
生活サポート特別貸付アフターフォロー事業
保健医療情報センター事業
健康づくり施設運営事業
外国人未払医療費補てん事務

生活困窮者自立相談支援機関職員研修等事業
認定看護管理者養成研修事業
看護教員養成研修事業
福祉保健局職員研修等事業
病院経営本部職員研修事業

職 員 研 修 室

福 祉 情 報 室

福祉情報総合ネットワーク事業
介護サービス情報の公表事業
ユニバーサルデザイン情報サイト事業
働きやすい福祉・介護の職場宣言情報公表事業
福祉用具等に関する知識・技術の普及・啓発事業
次世代介護機器の活用支援事業 
心身障害者扶養共済制度等事務

福祉サービス第三者評価システム事業評 価 支 援 室

介護保険事業者指定申請受付等事業
生活保護法指定医療機関等指定申請受付等事業

介護サービス指定市町村事務受託法人事業
障害福祉サービス等指定市町村事務受託法人事業
サービス付き高齢者向け住宅登録等事業
東京都介護職員宿舎借り上げ支援事業
東京都障害福祉サービス等職員

宿舎借り上げ支援事業 
社会福祉施設・医療施設等耐震化促進事業
社会福祉事業振興資金貸付事業
福祉施設経営改善特別融資事業
福祉医療機構借入金利子補給事業
介護老人保健施設整備資金利子補給事業
地域福祉振興事業
子供が輝く東京・応援事業
利用者負担金徴収事務
サービス推進費補助等事務

運 営 支 援 室

事業者指定室

財団運営管理
魅力ある福祉の職場づくり研修等事業企 画 財 務 室

経 営 管 理 室

事業推進担当部長

経 営 部 長

人材養成部長

福祉情報部長

事業者支援部長

評議員会

事務局長理 事 長

理 事

監 事

副理事長理
事
会

▶︎ 組  織  図
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▶︎ 役員・評議員一覧

（単位：千円）

科　　目
予算額

公益目的事業会計 収益事業等会計 法人会計 内部取引消去 合　　計
事 業 活 動 収 入 5,181,911 510,734 572,607 0 6,265,252
事 業 活 動 支 出 5,392,342 510,734 562,070 0 6,465,146
投 資 活 動 収 入 203,718 0 56,633 0 260,351
投 資 活 動 支 出 4,519 0 49,507 0 54,026
財 務 活 動 収 入 0 0 0 0 0
財 務 活 動 支 出 3,460 0 25,375 0 28,835
収 　 入 　 合 　 計 5,385,629 510,734 629,240 0 6,525,603
支 　 出 　 合 　 計 5,400,321 510,734 636,952 0 6,548,007
前 期 繰 越 収 支 差 額 58,093 0 59,352 0 117,445
次 期 繰 越 収 支 差 額 43,401 0 51,640 0 95,041

（令和2年4月1日現在）

▶︎ 予  算  額

役員名簿
役　職 氏　名 役　職　名

理　事

杉　村　栄　一 公益財団法人東京都福祉保健財団　理事長

松　川　桂　子 東京都福祉保健局　次長
公益財団法人東京都福祉保健財団　副理事長

井　藤　英　喜 地方独立行政法人東京都健康長寿医療センター　名誉理事長

宮　﨑　美砂子 千葉大学　副学長
千葉大学大学院　看護学研究科　教授

小　澤　　　温 筑波大学　人間系　教授

柏　女　霊　峰 淑徳大学総合福祉学部　教授

狩　野　信　夫 東京都住宅供給公社　少子高齢対策部顧問

村　川　浩　一 東京福祉大学　大学院　教授

城　所　真　人 社会福祉法人東京都社会福祉協議会　理事　兼　保育部会長
（社会福祉法人稲城青葉会　理事長）

西　岡　　　修 社会福祉法人東京都社会福祉協議会　理事　兼　東京都高齢者福祉施設協議会長
（社会福祉法人白十字会　白十字ホーム　ホーム長）

坂　本　光　敏 社会福祉法人東京都社会福祉協議会　理事　兼　知的発達障害部会長
（社会福祉法人原町成年寮　理事長）

監　事
久　保　豊　子 久保豊子公認会計士税理士事務所　公認会計士

雲　田　孝　司 東京都福祉保健局　総務部長

評議員名簿
氏　名 役　職　名

和　気　康　太 明治学院大学　教授（社会学部社会福祉学科）

繁　田　雅　弘 東京慈恵会医科大学　教授（精神医学講座）

藤　井　賢一郎 上智大学　准教授（総合人間科学部社会福祉学科）

平　川　博　之 公益社団法人東京都医師会　副会長

山　元　恵　子 公益社団法人東京都看護協会　会長

小　島　　　操 特定非営利活動法人東京都介護支援専門員研究協議会　理事長

横　山　　　宏 社会福祉法人東京都社会福祉協議会　副会長

本　橋ひろたか 東京都議会議員

大　松　あきら 東京都議会議員

清　水　孝　治 東京都議会議員

原　嶋　伸　夫 台東区福祉部長

山　本　雅　章 調布市福祉健康部長

池　上　晶　子 東京都福祉保健局事業推進担当部長

（令和2年3月31日現在）
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〔所在地〕
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18階（経営部・事業者支援部・人材養成部）
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03-3344-8511（代表）電話
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事業案内令和
2年度

福祉保健医療の向上と都民本位の
開かれた福祉保健医療の

実現を目指して


